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JAグループ連携による輸出産地づくりの取り組み



会社・拠点名 国・地域 拠点人数

全農　輸出対策部 日本 8

全農アメリカ（株） 米国 5

JA全農インターナショナル（株） 日本 46

全農インターナショナルアジア（株） シンガポール 10

全農インターナショナル欧州（株） 英国 6

香港

マカオ

台湾全農インターナショナル（株） 台湾 8

全農（上海）貿易有限公司 中国 6

P&Z FINE FOODS LLC 米国 1

112

全農インターナショナル香港（株） 22

合計

令和6年4月1日時点
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１．JA全農グループの海外輸出拠点

平成29年度（2017年度）

会社・拠点名 国・地域 拠点人数

全農 輸出対策部 日本 7

全農アメリカ(株) 米国 3

JA全農インターナショナル(株) 日本 29

全農インターナショナルアジア(株) シンガポール 4

全農インターナショナル欧州(株) 英国 7

合計 50

輸出関連の海外拠点は、7ヵ国・地域に設置している。本会出向者に加え、現地職員の採用を拡充しており、直近では112
名体制で輸出事業を運営している。

成長を続ける海外市場に対応するため、今後も海外実需者ニーズを国内産地へフィードバックできる体制を構築し、国内から
海外まで一気通貫させた流通体制の整備を行う。



輸出意向があるJAに対して「輸出産地づくり会議」を開催し、JAからの優良事例の紹
介や農産物輸出の現状・課題、販売戦略などを共有し、生産、流通、販売、資金面
における諸課題に対する様々な支援メニューの提案を行っている。
また、JA職員に対する残留農薬規制に関する講習会や、TACアグリビジネススクール

での輸出に関する講義を実施するなど人材育成の取り組みを行っている。
全農は、米、畜産物、青果物などの国産農畜産物の輸出拡大を通じて、国内の生
産基盤維持と生産者の所得拡大に取り組んでいく。
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２．農林水産省、JAグループ連携による輸出拡大に向けた枠組み

輸出意欲のあるJAの支援に向けて、農林水産大臣とJAグループ全国連のトップをメンバーとする「輸出関係連絡協議会」
（以下「協議会」という）を設置。

農林水産省輸出促進審議官とJAグループ部長級をメンバーとして、海外規制対応や最適な輸出物流、輸出人材の育成な
ど、輸出産地の拡大のために必要な支援策を検討するワーキンググループも設置。

農林水産大臣・JAグループトップによる協議会

海外のニーズに応えられる輸出産地を増やすことを目的として、輸
出に意欲あるJAへの支援に向け、定期的に意見交換する協議会
を設置。

協議会における全農・折原会長コメント

輸出関係連絡協議会（Ｒ６年１月開催）

日本農業新聞 2024年１月18日記事
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３．ジェトロ、JFOODO、JAグループ連携による輸出拡大に向けた枠組み

日本産農畜産物の輸出促進に向けて、農畜産物の集荷・販売事業を担う本会と、国内外に幅広いネットワークと知見を
持つジェトロ、海外消費者向けプロモーションや食文化発信を担うJFOODOの３者が連携することに合意。

■３者の連携により、輸出産地の形成支援に向けた取組や、海外販路の開拓・拡大に向けた取組を行う。
■本年７月12日に連携協定の調印式を実施。

農林水産・食品部 / JFOODO

・海外の規制動向やマーケット
動向の提供

・輸出に向けたスキルアップ
支援など各種サポート

・海外見本市、商談会、
バイヤー招へい等のサポート

・輸出先国の規制やニーズに対応し
た輸出産地の形成支援

・効率的な輸出物流体制の構築
・輸出を担う人材の育成支援

・農畜産物の各種プロモーション
・海外向け日本食・食文化の発信

連携

期待する効果連携イメージ

 海外の規制・ニーズ等に対応しつつ農畜産物
を安定的・継続的に供給する体制を整え、現
地小売店での棚を年間通じて確保するなど、
海外市場での販売力を向上。

 日本食・食文化の魅力や多様性をPRし、農畜
産物の価値訴求力・ブランド力を向上。

連携協定調印式（2024年７月12日）
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４．JAグループが連携した青果物の輸出産地づくりの取り組み ①

国内産地では、畜産物は輸出認定施設の整備を進めたことや、米は新市場開拓用米の制度を活用した輸出用米作付
けの定着などにより輸出産地としての位置づけは明確になってきているが、青果物は輸出専用産地は少なく、市場で取引さ
れた青果物が輸出され、結果的に輸出先 (国) で価格競争に陥っていることや、輸入国の農薬規制などに適応できない
などのケースも多くなっている。

今後のさらなる輸出拡大に向けては、JAグループの連携による、青果物の輸出産地づくりの取り組みや産地リレー出荷の
拡大が必要だと考えている。
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※１：りんご、ぶどう、もも、かんきつ、かき、
なし、いちご、甘藷、長芋、等

【これまでの取組み】輸出に意欲的な産地の掘り起こしを目的として以下①～③を実施。
① 合同説明会（R５年6月2日開催）・・全中、農林中金との産地向け合同説明会開催（農林水産省とも連携）
② 意向調査 （R５年7月7日締切）・・産地における課題、取り組み意向の確認
③ 輸出産地づくり支援 ・・・・・県別に輸出産地づくりキックオフ会議を開催の上、意欲ある産地への

多面的な支援、PDCAによるフォローアップ

５．JAグループが連携した青果物の輸出産地づくりの取り組み ②

国内の生産基盤維持と生産者の所得拡大に資する輸出事業を今後も拡大していくために、海外のニーズや規制に対応した
輸出産地づくりを通じた意欲ある産地への輸出支援に、JAグループが連携して取り組む。

なお、対象品目は青果物（※１）を中心として進める。
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６．青果物の輸出産地づくり取組みにおける産地向け提案メニュー

各産地での輸出産地づくりを支援するため、輸出販売強化と輸出拡大の障壁になっている個別課題解決に向けた提案メニュー
を整備した。

課題 サポート内容 連携部署

産地への労働力支援 全農各県本部、耕種総合対策部　TAC・営農支援課

GAP取得支援 全農各県本部、耕種総合対策部　生産振興・ｸﾞﾘｰﾝ農業推進課

海外向け栽培暦作成支援/検疫・残留農薬に関する出前研修 全農各県本部、耕種総合対策部　残留農薬検査室・輸出対策部

果樹の省力生産技術導入への支援 全農各県本部、園芸部

輸出用資材（段ボール）などの開発 全農各県本部、耕種資材部

海外輸出に適した鮮度保持資材の提案 全農各県本部、耕種資材部

パレット資材提案 全農各県本部、耕種資材部

青果センター・PFC連携によるストックポイント提供 全農各県本部、園芸部

販促資材作成支援（動画・パンフなど） 全農各県本部、輸出対策部

海外への青果物販売 全農各県本部、JA全農インターナショナル㈱、各海外現地法人（ZIH、等）

海外バイヤーの招へい 全農各県本部、JA全農インターナショナル㈱、各海外現地法人（ZIH、等）

カットフルーツなどの国内向け加工・販売 全農各県本部、営業開発部

国産農畜産物輸出に活用できる補助事業、支援メニュー 農林水産省、JETRO、JFOODO、品目団体（日青協）

設備資金需要向け投融資 農林中金

全般 輸出産地計画の作成支援 農林中金

生産

流通

販売・プロモーション

資金


